
●理学研究科・低温物質科学研究センターの検収担当者を登録する場合は「検収担当者命免簿」を財務掛まで提出してください。

●他部局・他機関の検収担当者を登録する場合は「検収担当者命免簿」および「検収担当者情報」を財務掛まで提出してください。
検収担当者命免簿

所属等
職名等
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	＊所属等欄は専攻名等を記載し、氏名欄は自署または記名押印によってください。


発令期間

任命　平成　　年　　月　　日　～　免職　平成　　年　　月　　日

· この命免簿は、国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第49条の3の規定（＊１）に基づき、部局長が検収担当者を発令するものです。

· 検収担当者の発令は、上記氏名等箇所に署名又は押印することによって有効となります。

· 署名又は押印は、検収担当者の職務と責任（＊２）を理解した上で本人が行ってください。

· 検収担当者を免ずる場合はこの命免簿に免職日付を記載します。

	（＊１）国立大学法人京都大学契約事務取扱規則
【予算責任者等が契約できる範囲】第2条の2第1項

　会計規程第7条第3項の規定により予算責任者及び予算責任者から予算の配分を受けた者（以下「予算責任者等」という。）が契約できる少額な契約は、1品50万円未満で総額500万円未満となる物品購入契約、1件50万円未満の請負契約（工事を除く。）及び総額50万円未満の賃貸借契約とする。
【検収担当者】第49条の3
　部局長は、検収担当者を、当該部局の教職員から任命する。

2 前項の規定にかかわらず、必要に応じて他の部局の教職員を検収担当者に任命する場合は、当該他の部局長の了解を得て行うものとする。また、他大学の教職員等を検収担当者に任命する場合も同様とする。

3 第1項の規定により発令した検収担当者のうち、教員等に発令した検収担当者が検収できる範囲は、第2条の2第1項に規定する予算責任者等が契約できる少額な契約とする。その他の契約については、事務部の検収担当者が検収するものとする。

4 検収担当者は検査担当者を兼ねることができない。
（＊２）検収担当者の職務と責任

【職務】
　・納品書に記載された品目、数量と現物の確認を行う。

　・業者に対して、日付を記載した納品書を提出するよう指導する。

【責任】
京都大学会計規程第50条

（会計上の義務と責任）

　本学の役員及び職員は、財務及び会計に関し適用又は準用される法令並びにこの規程に準拠し、善良な管理者の注意をもって職務を行わなければならない。

2 本学の役員及び職員は、故意又は重大な過失により、前項の規定に反して本学に損害を与えた場合には、その損害を弁償する責に任じなければならない。


整理番号　　　　　

検収担当者情報

本ペーパーは、検収担当者命免簿に添えてご提出下さい。本情報に基づき依頼文の送付を行います。

	１．検収担当者名
	

	２．所属・職名
	

	３．所属長職名
	

	４．上記所属の住所・事務担当
	〒

（ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　）

（事務担当係・担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	５．検収を依頼する期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	６．検収を依頼する（主な）経費・教室（施設）名
	

	７．経費情報
	１．下記のうち　　　の業務を依頼します
　　①本学への納品物品・請負を本学で検収
　　②先方大学への納品物品・請負を先方大学で検収
　　③その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


検収担当者情報（例）

本ペーパーは、検収担当者命免簿に添えてご提出下さい。本情報に基づき依頼文の送付を行います。

１．検収担当者名　　　　阪大太郎

２．所属・職名　　　　　大阪大学　理学研究科・助手

３．所属長職名　　　　　理学研究科長

４．上記所属の住所　　　　　〒560-0043 豊中市 待兼山町 1-1
　　　　　　　　　　　　　　（TEL 06-000-0000）

　　　　　　　　　　　　　　（事務担当係・担当者名　会計係・田中）
５．検収を依頼する期間　　　　　平成18年12月2日～平成21年3月31日

６．検収を依頼する（主な）経費・教室（施設）名　　　　　科学研究費補助金・火山研究センター
７．経費情報　　　　　下記のうち　②　の業務を依頼します
　　　　　　　　　　　　　①本学への納品物品・請負を本学で検収
　　　　　　　　　　　　　②先方大学への納品物品・請負を先方大学で検収
　　　　　　　　　　　　　③その他（　　　　　　具体的に記載　　　　　　　）
	（留意事項）

３．は1の方の所属長（部局長）を記載下さい。研究科長から所属長宛の承諾依頼文の送り先宛名となります。命令権者などとすると例えば学長などになってしまうこともあると思われますので、実際の許可いただくべき方をお教え下さい。

５．始期は依頼をしようとする月日を、終期は年度にとらわれることなく、例えばプロジェクト最終日までなどにして下さい。


